
第Ⅲ期基本計画の別表に掲げられた事項についての本部会での審議等の状況

項  目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 本部会での審議等の状況

○ 経済センサス‐活動調査を始めとする事業所・企業
を対象とした統計調査におけるＫＡＵ概念の導入の適
否を含めた調査単位の在り方や、アクティビティベース
での事業活動の把握可能性等について、プロファイリ
ング活動等により得られた情報も活用し、関係府省が
一体となって検討する。

総務省、
関係府省

平 成 34 年 度
(2022 年 度 ) ま で
に一定の結論を
得る。

■プロファイリング活動に
ついて部会の中で言及

◎ 関連基幹統計の指定の解除・見直しと合わせ、商
業統計調査、サービス産業動向調査（拡大調査部分）
及び特定サービス産業実態調査を統合し、中間年経
済構造統計を作成するための基幹統計調査として、経
済構造実態調査を創設する。

総務省、
経済産業省

平 成 31 年 度
(2019 年 度 ) か ら
実施する。

■本部会において審議

◎ 経済センサス‐基礎調査について、一時点で把握
する統計調査から経常的なプロファイリング活動及び
ローリング調査に移行する。

総務省 平 成 31 年 度
(2019 年 度 ) か ら
実施する。

■ローリング調査を中心に
本部会で審議
■プロファイリング活動に
ついても部会の中で言及

◎ 工業統計調査について、経済構造実態調査と同
時・一体的に実施し、可能な限り早期に経済構造実態
調査に包摂することに向けて結論を得る。

総務省、
経済産業省

平 成 31 年 度
(2019 年 度 ) か ら
同時実施し 、平
成34年 (2022年)
調査の企画時ま
でに結論を得る。

■平成 31年度からの同
時・一体的実施について本
部会で審議

◎ 経済構造実態調査を中心に工業統計調査、見直
し後の経済センサス‐基礎調査等の結果から、中間年
経済構造統計の作成・提供を開始する。

総務省、
経済産業省

平 成 32 年 度
(2020 年 度 ) か ら
実施する。

■本部会において審議

◎ 建設工事施工統計調査など事業所母集団データ
ベースに格納する業種別統計調査について、共通的
な調査事項等を整理・検討した上で、中間年経済構造
統計の作成に活用する。

総務省、
関係府省

平 成 31 年 度
(2019 年 度 ) か ら
実施する。

◎ 中間年経済構造統計において、統計調査での把
握が困難な業種については、行政記録情報の活用を
検討する。

総務省、
関係府省

平 成 31 年 度
(2019年度 )以降
の可能な限り早
期に 実 施 す

■基礎調査の審議の中で
言及
■今後の課題の候補

○ 企業を対象とした統計調査の結果を活用した地域
別（事業所別）の付加価値等の推計手法を検討する。

総務省 平 成 32 年 度
(2020 年 度 ) ま で
に結論

■経済構造実態調査の審
議の中で、検討途上にあ
ることについて言及

◎ 平成33年（2021年）経済センサス‐活動調査や中
間年ＳＵＴの検討動向を踏まえつつ、経済構造実態調
査の調査事項等の見直しを検討する。

総務省、
経済産業省、
関係府省

平 成 34 年 (2022
年)調査の企画時
までに一定の結
論を得る。

■経済構造実態調査の審
議の中で言及
■今後の課題の候補

○ サービス産業動向調査（月次調査部分）及び特定
サービス産業動態統計調査の整理・統合に向け、経済
構造実態調査の実施状況も踏まえつつ、可能な限り
速やかに検討を開始する。

総務省、
経済産業省、
関係府省

遅くとも平成34年
(2022 年 ) 末 ま で
に結論を得る。

○ 経済構造実態調査と、経済産業省企業活動基本
調査、法人企業統計調査、建設工事施工統計調査、
情報通信業基本調査、中小企業実態基本調査等との
役割分担、重複是正等を検討する。

総務省、
関係府省

平 成 34 年 度
(2022 年 度 ) ま で
に一定の結論を
得る。

○ 事業所母集団データベースに格納される企業対
象の統計調査結果における収録事項の定義の統一・
共通的に把握すべき調査事項を設定した上で、同
データベースを活用した企業統計の提供を推進すると
ともに、大規模企業の活動実態を横断的に把握する統
計整備を検討する。

総務省、
関係府省

平 成 34 年 度
(2022 年 度 ) ま で
に一定の結論を
得る。

■基礎調査に係る集計事
項の審議の過程で、いわ
ゆる「レジスター統計」の整
備に言及
■今後の課題の候補

○ 第３次産業活動指数について、作成の基礎となる
関連統計の整備、改善状況等を踏まえつつ行政記録
情報や民間データの活用も図り、更なる有用性の向上
に努める。

経済産業省 平 成 30 年 度
(2018 年 度 ) か ら
実施する。

１ 国民経済計算を
軸とした横断的・体
系的な経済統 計の
整備推進

(2) 経済構造統計を
中心とし た経済統計
の体系 的整備の推
進等
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